
　

（令和元年12月1日作成）

（黒字のため非該当）

（黒字のため非該当）

（基準未満）

（基準未満）

―

（黒字のため非該当）

指標 説明
大和市の値

（☆印）

■早期健全化の対象となる
基準ライン

（財政状況のｲｴﾛｰｶｰﾄﾞ）

■財政再生の対象となる
基準ライン

（財政状況のﾚｯﾄﾞｶｰﾄﾞ）0%

0% 経営健全化の対象となる基準ライン

②連結実質赤字比率
全会計を対象とした赤字の
標準財政規模に対する割合

―

①実質赤字比率
一般会計等を対象とした
実質赤字の標準財政規模に
対する割合

―

④将来負担比率
一般会計等が将来負担すべ
き実質的な負債の標準財政
規模に対する割合

29.6%

　●早期健全化基準：①～④の指標のうち、１つでも基準以上となった場合、「財政健全化計画」を作成し、議会の議決を経た上で県知事に報告しなければなりません。
　●財政再生基準：①～③の指標のうち、１つでも基準以上となった場合、「財政再生計画」を作成し、議会の議決を経た上で県知事に報告しなければなりません。
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③実質公債費比率
一般会計等が負担する元利
償還金及び準元利償還金の
標準財政規模に対する割合

0.6%

⑤資金不足比率（公営企業）
資金不足額の事業規模に
対する比率

　●経営健全化基準：公営企業会計ごとに算定した資金不足率が基準以上となった場合､｢経営健全化計画｣を策定し､議会の議決を経た上で県知事に報告しなければなりません｡
　※本市における公営企業会計の対象は、下水道事業会計と病院事業会計です。

（☆印の位置が右へ行くほど財政状況は悪化傾向です）

※表内の各数値は端数処理されているため、実際の数値と比べて若干の差が発生している場合があります。

扶助費・・・・・・・・・・・医療費や保育料など

普通建設事業費・・・家の建替や増築など

人件費・・・・・・・・・・・食費

物件費・補助費等・・光熱水費や保険料などの生活費

繰出金・・・・・・・・・・・子らへの仕送り

公債費・・・・・・・・・・・ローンの返済

貸付金・・・・・・・・・・・知人・友人への貸付

民生費
46.5%
34501

土木費
12.4%
9206

総務費
10.3%
7663

教育費
10.0%
7419

衛生費
9.5%
7060

公債費
5.0%
3695

消防費
3.5%
2556

その他
2.8%
2039

（単位：百万円）
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固定
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自主財源

57.6%

43.923

依存財源

42.4%

32,391 

市税

47.3%

36,123 

使用料及び

手数料

2.2%

1,656

諸収入

2.5%

1,939 

その他

（繰越金など）

5.6%

4,205 

国庫支出金

19.6%

14,948 

市債

7.9%

6,019 

県支出金

6.2%

4,754

国有提供施設

等所在市町村

助成交付金等

0.5%

354

その他（地方消費税

交付金など）

8.2%

6,316

歳入

763億

1千4百万円

（単位：百万円）

令和元年度上期 財政状況 （令和元年度９月補正予算時）

一般会計の状況

平成３０年度 決算

特別会計・企業会計の予算状況

大 和 市 の 財 政 状 況

性質別歳出を家計にたとえると

市債現在高（特別会計・病院含む）

歳入 ５９７億３，９６３万７千円

市有財産現在高

都市計画税の使途

市民一人当たり市税負担額

153,015円

単位：百万円

107

1080

1221

4228

6801

7692

15389

12158

6312

24293

5

1117

1220

3695

6003

7427

12829

11806

7347

22690

その他

維持補修費

貸付金

公債費

補助費等

繰出金

物件費

人件費

普通建設事業費

扶助費

平成３０年度

令和元年度

（決算）

一般会計の性質別歳出

単位：百万円

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000 40000

（収入済額：187 予算現額：2,700 ）

（収入済額：862 予算現額：1,590 ）

（収入済額：3,084 予算現額：6,873 ）

（収入済額：5,408 予算現額：15,731 ）

（収入済額：1,289 予算現額：5,486 ）

（収入済額：2,211 予算現額：3,930 ）

（収入済額：0 予算現額：6,422 ）

（収入済額：0 予算現額：353 ）

一般会計歳入予算 ７９２億８千百万円 （収入済額３３５億４千万円）

収入済額：20,499 予算現額：36,196 

単位：百万円

予算現額

収入済額

一般会計歳出予算 ７９２億８千百万円（支出済額３３２億６千９百万円）

支出済額：15,767 

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000 40000

その他（商工費等）

消防費

公債費

土木費

衛生費

教育費

総務費

民生費

（9月補正予算時）

（支出済額：2,794 予算現額：8,899 ）

（支出済額：1,651 予算現額：2,467 ）

（支出済額：1,111 予算現額：2,770 ）

（支出済額：1,894 予算現額：4,228 ）

（支出済額：3,378 予算現額：7,143 ）

（支出済額：3,509 予算現額：7,819 ）

（支出済額：3,165 予算現額：9,026 ）

民生費
社会・児童福祉など、社会生活を保障するために必

要な経費

土木費 道路や河川の整備、区画整理などの経費

総務費 市役所を運営するための全般的な経費

教育費 小・中学校、生涯学習などの教育関連経費

衛生費
予防注射やごみ処理など、健康で衛生的な

生活のための経費

公債費 市債の元金や利子の償還金

消防費 生活の安全を守る消防活動費

その他
商工費、労働費、議会費、農林費、予備費、

災害復旧費など

歳出　７４１億３千９百万円

市税
市民税、固定資産税、軽自動

車税、市たばこ税など

諸収入
預金利子や雑入など、他の

収入科目に含まれない収入

使用料及び
手数料

公共施設の使用料や住民票

の交付手数料など

その他 繰越金・繰入金など

国庫支出金
国から交付される補助金、負

担金など

県支出金
県から交付される補助金、負

担金など

市債
国や金融機関などからの借

入金

国有提供施設等所在

市町村助成交付金等

基地施設などが所在する市

町村に対する交付金

その他
地方消費税・地方交付税・地

方特例交付金など

自主財源

（市が自主的に

収入できる財源）

依存財源

（国や県からの

交付金や借入金

による財源）

歳入　７６３億１千４百万円

平成３１年４月１日 現在
人＠口： ２３６，０７８人
世帯数： １０７，２００世帯
面＠積： ２７．０９k㎡

単位：百万円

予算現額

支出済額

歳出
741億

3千9百万円

市税

国庫支出金

市債

県支出金

地方消費税交付金

諸収入

使用料及び手数料

国有提供施設等所在

市町村助成交付金等

その他（繰入金等）

大和市財政の健全化指標 『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』

使途 充当額（千円）

都市計画道路 29,199

公園 39,506

公共下水道 749,270

土地区画整理事業 1,271,831

合　計 2,089,806

歳入 歳出

22,620 百万円 22,470 百万円

6,795 百万円 6,640 百万円

1,827 百万円 1,777 百万円

15,061 百万円 14,941 百万円

2,752 百万円 2,658 百万円

収益的収入

および支出
11,459 百万円 12,124 百万円

資本的収入

および支出
1,819 百万円 2,570 百万円

62,333 百万円 63,180 百万円

病院事業
（企業会計）

合　　　　　　計

会　　　　　　計

国民健康保険事業

下水道事業

渋谷土地区画整理事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

特別会計・企業会計の状況

11.42%

16.42%

25%

350%

20%

30%

35%

20%

地方自治法第243条の3第1項及び大和市財政状況の作成およ
び公表に関する条例の定めるところにより、財政状況を次
のとおり公表します。

令和元年１２月１日 大和市長 大木 哲

歳入 歳出

22,762 百万円 22,762 百万円

9,545 百万円 9,545 百万円

1,084 百万円 1,084 百万円

16,200 百万円 16,200 百万円

2,830 百万円 2,830 百万円

収益的収入

および支出
12,674 百万円 12,674 百万円

資本的収入

および支出
491 百万円 940 百万円

65,586 百万円 66,035 百万円

会　　　　　　計

国民健康保険事業

下水道事業

渋谷土地区画整理事業

介護保険事業

病院事業
（企業会計）

合　　　　　　計

後期高齢者医療事業

予算現額：36,929 

市有財産 令和元年９月末 平成３０年度末

土地 199,598 百万円 199,599 百万円

建物 40,808 百万円 42,663 百万円

基金 15,218 百万円 14,237 百万円

出資による権利 699 百万円 699 百万円

債権 261 百万円 206 百万円

有価証券 51 百万円 51 百万円

合　計 256,635 百万円 257,455 百万円

借　入　先 令和元年９月末

一時借入金の現在高

全会計（令和元年9月末）

政府資金 43,253 百万円

20,915 百万円地方公共団体金融機構

その他 21,519 百万円

合計 85,687 百万円

1,000 百万円


